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報告第７号

平成２８年度かすみがうら市一般会計継続費精算報告書について

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第２項の規定によ

り、平成２８年度かすみがうら市一般会計継続費精算報告書を次のとおり報告

する。

平成２９年９月５日提出

かすみがうら市長  坪 井  透  
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(単位　円）

国 県
支出金

地方債 その他
国 県
支出金

地方債 その他
国 県
支出金

地方債 その他

平成27年度 4,720,000 4,720,000 3,974,400 3,974,400 745,600 0 0 0 745,600

平成28年度 4,504,000 4,504,000 3,801,600 3,801,600 702,400 0 0 0 702,400

計 9,224,000 9,224,000 7,776,000 7,776,000 1,448,000 0 0 0 1,448,000

平成27年度 287,795,000 11,073,000 262,800,000 13,922,000 0 214,700,000 11,073,000 193,300,000 13,922,000 △ 3,595,000 73,095,000 0 69,500,000 0 3,595,000

平成28年度 341,533,000 16,609,000 308,600,000 16,324,000 0 414,508,000 25,774,000 366,200,000 18,939,000 3,595,000 △ 72,975,000 △ 9,165,000 △ 57,600,000 △ 2,615,000 △ 3,595,000

計 629,328,000 27,682,000 571,400,000 30,246,000 0 629,208,000 36,847,000 559,500,000 32,861,000 0 120,000 △ 9,165,000 11,900,000 △ 2,615,000 0

左 の 財 源 内 訳

10
教育費

02
小学校費

下稲吉小学
校施設整備
事業

款

08
土木費

04
都市計画費

集落等実態
調査業務委
託

事 業 名項

平 成 ２ ８ 年 度 か す み が う ら 市 継 続 費 精 算 報 告 書

実 績全 体 計 画

年 割 額

年度

一 般 財 源

特 定 財 源

特定財源

比 較

年割学と支出
済 額 の 差

一 般 財 源

特 定 財 源 支 出 済 額

左 の 財 源 内 訳

一 般 財 源

特 定 財 源
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報告第８号

平成２８年度かすみがうら市財政健全化判断比率及び資金不足比

率について

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３

条第１項及び第２２条第１項の規定により、平成２８年度決算に基づく健全化

判断比率及び資金不足比率を監査委員の意見を付けて次のとおり報告する。

平成２９年９月５日提出

かすみがうら市長  坪 井  透  

１ 健全化判断比率 （単位：％） 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

― ― １０．９ ６８．２ 

(１３．１９) (１８．１９) (２５．０) (３５０．０) 

※ 表中の括弧内の数値は、かすみがうら市に適用される早期健全化基準である。 
※ 表中の実質赤字比率及び連結実質赤字比率における「 ― 」の記号は、赤字

となっていないことを表示している。

２ 資金不足比率 （単位：％）

特別会計の名称 資金不足比率 

水道事業会計 ― 

下水道事業特別会計 ― 

農業集落排水事業特別会計 ― 

※ かすみがうら市に適用される経営健全化基準は２０．０％である。

※ 表中の資金不足比率における「 ― 」の記号は、資金不足額となっていない

ことを表示している。
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報告第９号

専決処分事項の報告について   

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会にお

いて指定されている事項について、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規

定により報告する。 

平成２９年９月５日提出

かすみがうら市長 坪 井  透  
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専 決 処 分 書 

 公用車による物損事故の損害賠償請求額決定及び和解について、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

平成２９年８月７日 

かすみがうら市長  坪 井  透  

公用車による物損事故の損害賠償請求額決定及び和解について   

１ 事故発生日時   

２ 事故発生場所   

３ 相  手  方 

４ 事故の概要   

平成２９年５月９日（木）１５時３０分頃 

かすみがうら市下軽部３６３番地内 

（住所） 

（氏名）  

 市広報誌・文書配布の際、訪問先宅地内の庭で方向転換 

をすべく後退したところ、後方にあった鉄骨製の車庫の柱 

と衝突し、柱を破損した。 

５ 損害賠償額と和解の内容 

（１）損害賠償額（修理費用） ８２，２９０円

（２）損害賠償額を受領後は、その余の請求を放棄すると

ともに、この額以外に相互に何ら権利・義務関係の 

ないことを確認し、今後裁判上・裁判外を問わず一切 

の異議の申立て、請求及び訴の提起等をしない。 
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報告第１０号 

専決処分事項の報告について   

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会にお

いて指定されている事項について、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規

定により報告する。 

平成２９年９月５日提出 

かすみがうら市長 坪 井  透  
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専 決 処 分 書 

 公用車による物損事故の損害賠償請求額決定及び和解について、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

平成２９年８月９日 

かすみがうら市長  坪 井  透  

公用車による物損事故の損害賠償請求額決定及び和解について   

１ 事故発生日時   

２ 事故発生場所   

３ 相  手  方 

４ 事故の概要   

平成２９年７月４日（火）１０時５０分頃 

かすみがうら市志戸崎３４７番地先（船溜前市道） 

（住所）  

（氏名）  

 駐車後に後部座席のドアを開けたところ、対向車 

のドアミラーと接触した為、相手方のミラー部分を 

破損させた。 

５ 損害賠償額と和解の内容 

（１）損害賠償額（修理費用） ３８，６６４円

（２）損害賠償額を受領後は、その余の請求を放棄すると

ともに、この額以外に相互に何ら権利・義務関係の

ないことを確認し、今後裁判上・裁判外を問わず

一切の異議の申立て、請求及び訴の提起等をしない。 
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承認第３号 

専決処分事項の承認を求めることについて

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別

紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を

求める。 

平成２９年９月５日提出 

かすみがうら市長  坪 井  透  
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専 決 処 分 書

 平成２９年度かすみがうら市一般会計補正予算（第２号）について、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、緊急を要す

るため議会を招集する時間的余裕がないことから、次のとおり専決処分する。

平成２９年８月１日

かすみがうら市長  坪 井  透  

理 由

 平成２９年６月１６日に発生した落雷等により被害を受けた防災関連機器の

修繕に係る費用及びかすみがうら市内に合宿所とグラウンドを有する学校法人

土浦日本大学高等学校が第９９回全国高等学校野球選手権大会出場を決めたこ

とによる市のＰＲ及び知名度向上を期した補助金の交付について、早急に対応

する必要があるため。
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   平成２９年度かすみがうら市一般会計補正予算（第２号） 

 

 平成２９年度かすみがうら市の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７，６２８千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

１６，７０８，５０３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出 

 予算補正費」による。 

 

 

 

 

 

平成２９年８月１日 専決処分 

 

かすみがうら市長  坪 井  透 

 

1
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第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算 補 正
歳    入 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

19  繰 越 金       178,801         7,628       186,429

 1  繰 越 金       178,801         7,628       186,429

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計              16,700,875         7,628    16,708,503

1
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歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 2  総 務 費     1,908,771 500     1,909,271

 1  総 務 管 理 費     1,577,352 500     1,577,852

 9  消 防 費     1,065,182 7,128     1,072,310

 1  消 防 費     1,065,182 7,128     1,072,310

歳 出 合 計    16,700,875 7,628    16,708,503

1
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歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

歳    入

 1  市 税 5,443,052 0 5,443,052

 2  地 方 譲 与 税 235,000 0 235,000

 3  利 子 割 交 付 金 5,000 0 5,000

 4  配 当 割 交 付 金 28,000 0 28,000

 5  株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 15,000 0 15,000

 6  地 方 消 費 税 交 付 金 644,000 0 644,000

 7  ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 110,000 0 110,000

 8  自 動 車 取 得 税 交 付 金 30,000 0 30,000

 9  地 方 特 例 交 付 金 15,000 0 15,000

10  地 方 交 付 税 3,650,000 0 3,650,000

11  交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 7,171 0 7,171

12  分 担 金 及 び 負 担 金 222,917 0 222,917

13  使 用 料 及 び 手 数 料 54,084 0 54,084

14  国 庫 支 出 金 2,238,586 0 2,238,586

15  県 支 出 金 1,213,041 0 1,213,041

16  財 産 収 入 8,231 0 8,231

17  寄 附 金 1 0 1

18  繰 入 金 724,105 0 724,105

19  繰 越 金 178,801 7,628 186,429

20  諸 収 入 171,586 0 171,586

21  市 債 1,707,300 0 1,707,300

歳 入 合 計 16,700,875 7,628 16,708,503

（単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計

1
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歳    出

 1  議 会 費     142,732           0     142,732

 2  総 務 費   1,908,771         500   1,909,271         500

 3  民 生 費   6,100,561           0   6,100,561

 4  衛 生 費   1,042,296           0   1,042,296

 5  労 働 費      23,247           0      23,247

 6  農 林 水 産 業 費     645,476           0     645,476

 7  商 工 費     298,548           0     298,548

 8  土 木 費   1,965,045           0   1,965,045

 9  消 防 費   1,065,182       7,128   1,072,310       7,128

10  教 育 費   1,309,898           0   1,309,898

11  災 害 復 旧 費           2           0           2

12  公 債 費   2,169,117           0   2,169,117

13  予 備 費      30,000           0      30,000

歳     出     合     計  16,700,875       7,628  16,708,503       7,628

（単位　千円）

補正額の財源内訳

款 補正前の額 補正額 計 特      定      財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他
一 般 財 源

1
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補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）

２  歳  入

補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 19 繰越金 （項） 1 繰越金

1 繰 越 金 7,628 178,801 186,429 1 繰 越 金 7,628  前年度繰越金

7,628 178,801 186,429 計 

2
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補正前の額 補　正　額  計 
    補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源  目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源  区　分 金　　額

節
   説　 　明

（単位  千円）
３  歳  出

補正前の額 補　正　額  計 
    補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源  目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源  区　分 金　　額

節
   説　 　明

（単位  千円）（款） 2 総務費 （項） 1 総務管理費

15 諸 費 500 1,160 1,660 500 19 500 負担金
、補助
及 び
交付金

05 総務諸事業（政策） 500 
19   かすみがうら市甲子園出場
 激励補助金 500 

500 1,577,352 1,577,852 計   500 

（款） 9 消防費 （項） 1 消防費
4 災害対策
費

7,128 124,722 131,850 7,128 11 7,128 需用費 05 災害対策事業 7,128 
11   修繕料 7,128 

7,128 1,065,182 1,072,310 計   7,128 

2
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 承認第４号 

 

   専決処分事項の承認を求めることについて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専決

処分したので、同条第３項の規定により、これを議会に報告し、承認を求める

もの。 

 

   平成２９年９月５日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   
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専決処分書 

 

 茨城県信用保証協会が求償権を行使し資金を回収した際に、市が回収納付金

を受け取る権利を放棄することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第１７９条第１項の規定により、議会の議決すべき事件について特に緊急

を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであると認め、次

のように専決処分する。 

 

  平成２９年８月１６日 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   権利の放棄について 

 

 次のとおり権利を放棄する。 

 

（１） 放棄する権利の相手方 

     茨城県信用保証協会 

（２） 放棄する権利の内容 

     回収納付金５３，７５３円を受け取る権利 

（３） 権利を放棄する理由 

     自治金融制度による資金の融資を受けた者の再生を支援するため、

保証協会が求償権を株式会社東日本大震災事業者再生支援機構に不等

価譲渡するにあたり、保証協会が代位弁済による求償権を行使し資金

を回収したときに受け取ることとしていた回収納付金額について、当

該納付金を受け取る権利を放棄する。 
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議案第３９号 

かすみがうら市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関す

る条例の制定について 

 かすみがうら市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例を次

のように制定する。 

平成２９年９月５日提出 

かすみがうら市長  坪 井  透  

かすみがうら市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関す

る条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律

（平成１４年法律第４８号。以下「法」という。）第３条第１項及び第２項、

第４条、第５条、第６条第２項並びに第７条第１項及び第２項並びに地方公

務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２４条第５項の規定に基づき、一般

職の職員について、専門的な知識経験又は優れた識見を有する者の任期を定

めた採用及び任期を定めて採用された職員の給与の特例に関し必要な事項を

定めるものとする。 

（職員の任期を定めた採用） 

第２条 任命権者は、高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有する者をそ

の者が有する当該高度の専門的な知識経験又は優れた識見を一定の期間活用

して遂行することが特に必要とされる業務に従事させる場合には、職員を選
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考により任期を定めて採用することができる。 

２ 任命権者は、前項の規定によるほか、専門的な知識経験を有する者を当該

専門的な知識経験が必要とされる業務に従事させる場合において、次の各号

に掲げる場合のいずれかに該当するときであって、当該者を当該業務に期間

を限って従事させることが公務の能率的運営を確保するために必要であると

きは、職員を選考により任期を定めて採用することができる。 

（１） 当該専門的な知識経験を有する職員の育成に相当の期間を要するため、

当該専門的な知識経験が必要とされる業務に従事させることが適任と認め

られる職員を部内で確保することが一定の期間困難である場合 

（２） 当該専門的な知識経験が急速に進歩する技術に係るものであることそ

の他当該専門的な知識経験の性質上、当該専門的な知識経験が必要とされ

る業務に当該者が有する当該専門的な知識経験を有効に活用することがで

きる期間が一定の期間に限られる場合 

（３） 当該専門的な知識経験を有する職員を一定の期間他の業務に従事させ

る必要があるため、当該専門的な知識経験が必要とされる業務に従事させ

ることが適任と認められる職員を部内で確保することが一定の期間困難で

ある場合 

（４） 当該業務が公務外における実務の経験を通じて得られる最新の専門的

な知識経験を必要とするものであることにより、当該業務に当該者が有す

る当該専門的な知識経験を有効に活用することができる期間が一定の期間

に限られる場合 

第３条 任命権者は、職員を次の各号に掲げる業務のいずれかに期間を限って

従事させることが公務の能率的運営を確保するために必要である場合には、

職員を任期を定めて採用することができる。 

（１） 一定の期間内に終了することが見込まれる業務 

（２） 一定の期間内に限り業務量の増加が見込まれる業務 
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２ 任命権者は、法律により任期を定めて任用される職員以外の職員を前項各

号に掲げる業務のいずれかに係る職に任用する場合において、職員を当該業

務以外の業務に期間を限って従事させることが公務の能率的運営を確保する

ために必要であるときは、職員を任期を定めて採用することができる。 

 （短時間勤務職員の任期を定めた採用） 

第４条 任命権者は、短時間勤務職員を前条第１項各号に掲げる業務のいずれ

かに従事させることが公務の能率的運営を確保するために必要である場合に

は、短時間勤務職員を任期を定めて採用することができる。 

２ 任命権者は、前項の規定によるほか、住民に対して職員により直接提供さ

れるサービスについて、その提供時間を延長し、若しくは繁忙時における提

供体制を充実し、又はその延長した提供時間若しくは充実した提供体制を維

持する必要がある場合において、短時間勤務職員を当該サービスに係る業務

に従事させることが公務の能率的運営を確保するために必要であるときは、

短時間勤務職員を任期を定めて採用することができる。 

３ 任命権者は、前２項の規定によるほか、職員が次に掲げる承認を受けて勤

務しない時間について短時間勤務職員を当該職員の業務に従事させることが

当該業務を処理するため適当であると認める場合には、短時間勤務職員を任

期を定めて採用することができる。 

（１） かすみがうら市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１７年か

すみがうら市条例第３６号）第１５条の規定による介護休暇の承認 

（２） 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第

１９条第１項の規定による承認 

 （任期の特例） 

第５条 法第６条第２項に規定する条例で定める場合は、第３条第１項第１号

に掲げる業務の終了の時期が当初の見込みを超えて更に一定の期間延長され

た場合その他やむを得ない事情により同条又は前条の規定により任期を定め
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て採用された職員又は短時間勤務職員の任期を延長することが必要な場合で

第３条又は前条の規定により任期を定めて採用した趣旨に反しない場合とす

る。 

 （任期の更新） 

第６条 任命権者は、第２条の規定により任期を定めて採用された職員の任期

が５年に満たない場合にあっては、採用した日から５年を超えない範囲内に

おいて、その任期を更新することができる。 

２ 任命権者は、第３条及び第４条の規定により任期を定めて採用された職員

の任期が３年（前条の規定に該当する場合は、５年。以下この項において同

じ。）に満たない場合にあっては、採用した日から３年を超えない範囲内にお

いて、その任期を更新することができる。 

３ 前２項の場合において、任命権者は、あらかじめ、当該職員の同意を得な

ければならない。 

 （給与に関する特例） 

第７条 第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員（以下「特定

任期付職員」という。）には、次の給料表を適用する。 

号給 給料月額 

１ ３７２，０００円 

２ ４２０，０００円 

３ ４７１，０００円 

４ ５３２，０００円 

５ ６０７，０００円 

６ ７０９，０００円 

７ ８２９，０００円 

２ 任命権者は、特定任期付職員の号給を、その者の専門的な知識経験又は識

見の度並びにその者が従事する業務の困難及び重要の度に応じて規則に定め
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る基準に従い決定する。 

 （給与条例の適用除外） 

第８条 かすみがうら市職員の給与に関する条例（平成１７年かすみがうら市

条例第４６号。以下「給与条例」という。）第５条、第６条、第９条から第１

２条の３まで及び第２１条の規定は、特定任期付職員には適用しない。 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２条第１項及び第２０条第２項の規定

の適用については、給与条例第２条第１項中「この条例」とあるのは「この

条例及びかすみがうら市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する

条例（平成２９年かすみがうら市条例第  号）第７条の規定」と、給与条

例第２０条第２項中「１００分の１２２．５」及び「１００分の１３７．５」

とあるのは「１００分の１６２．５」とする。 

 （委任） 

第９条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 （かすみがうら市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

２ かすみがうら市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１７年条例第

３６号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第２項中「短時間勤務職員」の前に「再任用」を加え、同条第３項

中「前２項」を「前３項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項の次

に次の１項を加える。 

３ 地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成１４年法律

第４８号）第５条の規定により採用された職員（以下「任期付短時間勤務職

員」という。）の勤務時間は、第１項の規定にかかわらず、休憩時間を除き、

４週間を超えない期間につき１週間当たり３１時間までの範囲内で、任命権
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者が定める。 

  第３条第１項ただし書及び第２項ただし書、第４条第２項、第１２条第１

項第１号並びに第１８条中「短時間勤務職員」を「再任用短時間勤務職員及

び任期付短時間勤務職員」に改める。 

 （かすみがうら市職員の給与に関する条例の一部改正） 

３ かすみがうら市職員の給与に関する条例（平成１７年条例第４６号）の一

部を次のように改正する。 

  第６条の２の見出し及び同条中「短時間勤務職員」の前に「再任用」を加

え、同条の次に次の１条を加える。 

 （任期付短時間勤務職員の給料月額） 

第６条の３ 地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成１

４年法律第４８号）第５条の規定により採用された法第２８条の５第１項に

規定する短時間勤務の職を占める職員（以下「任期付短時間勤務職員」とい

う。）の給料月額については、第４条から第６条までの規定にかかわらず、

これらの規定による当該任期付短時間勤務職員の給料月額に、勤務時間条例

第２条第３項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第１項に規

定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。 

  第１２条の４第２項第２号及び第１４条第２項中「短時間勤務職員」を「再

任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員」に改める。 

  第１９条第２項中「再任用職員」の次に「及び任期付短時間勤務職員」を

加える。 

  第２３条第１項中「短時間勤務職員」を「再任用短時間勤務職員及び任期

付短時間勤務職員」に改める。
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 議案第４０号 
 
   平成２９年度かすみがうら市一般会計補正予算（第３号） 
 
 平成２９年度かすみがうら市の一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 
 
 （歳入歳出予算の補正） 
第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４９０，８０６千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 
１７，１９９，３０９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出 
 予算補正」による。 
（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用することができる経費は、「第２表 繰越明

許」による 
 （債務負担行為の補正） 
第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。 
 （地方債の補正） 
第４条 地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。 
 
   平成２９年９月５日提出 
 

かすみがうら市長  坪 井  透   
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第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算 補 正
歳    入 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

14  国 庫 支 出 金     2,238,586       109,458     2,348,044

 1  国 庫 負 担 金     1,564,185           461     1,564,646

 2  国 庫 補 助 金       663,161       108,997       772,158

15  県 支 出 金     1,213,041         4,175     1,217,216

 2  県 補 助 金       425,070         3,065       428,135

 4  県 交 付 金        86,155         1,110        87,265

18  繰 入 金       724,105       110,074       834,179

 1  基 金 繰 入 金       724,102       110,074       834,176

19  繰 越 金       186,429       154,299       340,728

 1  繰 越 金       186,429       154,299       340,728

20  諸 収 入       171,586           600       172,186

 5  雑 入       136,052           600       136,652

21  市 債     1,707,300       112,200     1,819,500

 1  市 債     1,707,300       112,200     1,819,500

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計              16,708,503       490,806    17,199,309
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歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 1  議 会 費       142,732           210       142,942

 1  議 会 費       142,732           210       142,942

 2  総 務 費     1,909,271        58,750     1,968,021

 1  総 務 管 理 費     1,577,852        50,660     1,628,512

 2  徴 税 費       212,050         8,060       220,110

 3  戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費        87,232            30        87,262

 3  民 生 費     6,100,561       112,926     6,213,487

 1  社 会 福 祉 費     3,114,160        30,211     3,144,371

 2  児 童 福 祉 費     2,438,988         9,070     2,448,058

 3  生 活 保 護 費       547,413        73,645       621,058

 4  衛 生 費     1,042,296        25,440     1,067,736

 1  保 健 衛 生 費     1,042,296        25,440     1,067,736

 5  労 働 費        23,247           860        24,107

 1  労 働 諸 費        23,247           860        24,107

 6  農 林 水 産 業 費       645,476         5,772       651,248

 1  農 業 費       629,437         5,772       635,209

 7  商 工 費       298,548        27,763       326,311

 1  商 工 費       298,548        27,763       326,311

 8  土 木 費     1,965,045       201,808     2,166,853

 1  土 木 管 理 費        82,278         7,210        89,488

 2  道 路 橋 梁 費       456,886        60,398       517,284

 4  都 市 計 画 費     1,423,241       134,200     1,557,441
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款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 9  消 防 費     1,072,310        11,240     1,083,550

 1  消 防 費     1,072,310        11,240     1,083,550

10  教 育 費     1,309,898        46,037     1,355,935

 1  教 育 総 務 費       207,203           160       207,363

 2  小 学 校 費       467,553           495       468,048

 4  社 会 教 育 費       248,161        43,802       291,963

 5  保 健 体 育 費       133,456         1,580       135,036

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計              16,708,503       490,806    17,199,309
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（単位　千円）

款 項 金　　　　額

　２　総務費 １　総務管理費 ３０，０００

第　２　表　　　繰　越　明　許　費

事　　業　　名

公共交通対策事業（政策）

3
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追　加 （単位　千円）

第  ３　表　　債　務　負　担　行　為　補　正

事 項 期　　間 限　度　額

５，３５４，７１２千円に
消費税及び物価等の変動に
伴う増減額を加算した額

神立駅周辺地区都市再生整備計画事業負担金
平成２９年度から
平成３０年度まで

４０９，５０６

新広域ごみ処理施設整備・運営負担金
平成３０年度から
平成５２年度まで
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　変　更 （単位　千円）

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

７５，２００

普通貸借又
は証券発行

　３．０％以
内（ただし、
利率見直し方
式で借り入れ
る政府資金及
び地方公共団
体金融機構資
金について、
利率の見直し
を行った後に
おいては、当
該見直し後の
利率）

　政府資金につい
ては、その融資条
件により、銀行そ
の他の場合にはそ
の債権者と協定す
るものによる。た
だし、市財政の都
合により据置期間
及び償還期限を短
縮し、又は繰上償
還もしくは低利に
借り換えすること
ができる。

市道整備事業債 ３０，５００

６５０，０００

１９５，５００

６８４，５００

普通貸借又
は証券発行

　政府資金につい
ては、その融資条
件により、銀行そ
の他の場合にはそ
の債権者と協定す
るものによる。た
だし、市財政の都
合により据置期間
及び償還期限を短
縮し、又は繰上償
還もしくは低利に
借り換えすること
ができる。

　３．０％以
内（ただし、
利率見直し方
式で借り入れ
る政府資金及
び地方公共団
体金融機構資
金について、
利率の見直し
を行った後に
おいては、当
該見直し後の
利率）

第　４　表　　　地　方　債　補　正

補正後補正前

神立停車場線整備事業債

臨時財政対策債

１６２，５００
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歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

歳    入

 1  市 税         5,443,052                 0         5,443,052

 2  地 方 譲 与 税           235,000                 0           235,000

 3  利 子 割 交 付 金             5,000                 0             5,000

 4  配 当 割 交 付 金            28,000                 0            28,000

 5  株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金            15,000                 0            15,000

 6  地 方 消 費 税 交 付 金           644,000                 0           644,000

 7  ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金           110,000                 0           110,000

 8  自 動 車 取 得 税 交 付 金            30,000                 0            30,000

 9  地 方 特 例 交 付 金            15,000                 0            15,000

10  地 方 交 付 税         3,650,000                 0         3,650,000

11  交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金             7,171                 0             7,171

12  分 担 金 及 び 負 担 金           222,917                 0           222,917

13  使 用 料 及 び 手 数 料            54,084                 0            54,084

14  国 庫 支 出 金         2,238,586           109,458         2,348,044

15  県 支 出 金         1,213,041             4,175         1,217,216

16  財 産 収 入             8,231                 0             8,231

17  寄 附 金                 1                 0                 1

18  繰 入 金           724,105           110,074           834,179

19  繰 越 金           186,429           154,299           340,728

20  諸 収 入           171,586               600           172,186

21  市 債         1,707,300           112,200         1,819,500

歳          入          合          計        16,708,503           490,806        17,199,309

（単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計
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歳    出

 1  議 会 費     142,732         210     142,942         210

 2  総 務 費   1,909,271      58,750   1,968,021       5,468      30,000      23,282

 3  民 生 費   6,100,561     112,926   6,213,487         461         600     111,865

 4  衛 生 費   1,042,296      25,440   1,067,736         200      25,240

 5  労 働 費      23,247         860      24,107         860

 6  農 林 水 産 業 費     645,476       5,772     651,248       3,975       1,797

 7  商 工 費     298,548      27,763     326,311      27,763

 8  土 木 費   1,965,045     201,808   2,166,853      85,250      77,700      38,858

 9  消 防 費   1,072,310      11,240   1,083,550      11,240

10  教 育 費   1,309,898      46,037   1,355,935      18,279      27,758

11  災 害 復 旧 費           2           0           2

12  公 債 費   2,169,117           0   2,169,117

13  予 備 費      30,000           0      30,000

歳     出     合     計  16,708,503     490,806  17,199,309     113,633      77,700      30,600     268,873

（単位　千円）

補正額の財源内訳

款 補正前の額 補正額 計 特      定      財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他
一 般 財 源
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補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）

２  歳  入

補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 14 国庫支出金 （項） 1 国庫負担金

1 民生費国庫負担金 461 1,564,185 1,564,646 4 生活保護費負担金 461  生活困窮者自立支援負担金

461 1,564,185 1,564,646 計 

（款） 14 国庫支出金 （項） 2 国庫補助金

1 総務費国庫補助金 23,171 105,460 128,631 1 総 務 費 補 助 金 23,171  再編交付金 18,279 

社会保障・税番号制度システム整備費補助金

（総務省） 4,892 

2 民生費国庫補助金 576 255,553 256,129 1 社会福祉費補助金 576 社会保障・税番号制度システム整備費補助金

（厚生労働省）

6 社会資本整備総合交

付 金

85,250 139,946 225,196 1 社会資本整備総合

交 付 金

85,250  社会資本整備総合交付金

108,997 663,161 772,158 計 

（款） 15 県支出金 （項） 2 県補助金

3 衛 生 費 県 補 助 金 200 28,741 28,941 1 保健衛生費補助金 200 自立・分散型エネルギー設備導入促進事業費

補助金

4 農 林 水 産 業 費

県 補 助 金

2,865 47,942 50,807 1 農 業 費 補 助 金 2,865  経営所得安定対策等推進事業費補助金

3,065 425,070 428,135 計 

（款） 15 県支出金 （項） 4 県交付金

3 農 林 水 産 業 費

県 交 付 金

1,110 83,433 84,543 1 農 業 費 交 付 金 1,110  多面的機能支払事業費

1,110 86,155 87,265 計 

（款） 18 繰入金 （項） 1 基金繰入金

1 財政調整基金繰入金 80,074 414,589 494,663 1 財 政 調 整 基 金

繰 入 金

80,074  財政調整基金

3 地 域 づ く り 基 金

繰 入 金

30,000 41,979 71,979 1 地域づくり基金

繰 入 金

30,000  公共交通対策事業

110,074 724,102 834,176 計 
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補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 19 繰越金 （項） 1 繰越金

1 繰 越 金 154,299 186,429 340,728 1 繰 越 金 154,299  前年度繰越金

154,299 186,429 340,728 計 

（款） 20 諸収入 （項） 5 雑入

7 雑 入 600 96,194 96,794 1 雑 入 600  後期高齢者医療制度特別対策補助金

600 136,052 136,652 計 

（款） 21 市債 （項） 1 市債

2 土 木 債 77,700 632,100 709,800 1 道路整備事業債 44,700  市道整備事業債

2 都市計画事業債 33,000  神立停車場線整備事業債

5 臨 時 財 政 対 策 債 34,500 650,000 684,500 1 臨時財政対策債 34,500  臨時財政対策債

112,200 1,707,300 1,819,500 計 
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）
３  歳  出

補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 1 議会費 （項） 1 議会費

1 議 会 費 210 142,732 142,942    210 3 150 職 員
手当等

4 60 共済費

01 職員等人件費 210 
 3   通勤手当 150 
 4   共済組合追加費用等 60 

210 142,732 142,942 計      210 

（款） 2 総務費 （項） 1 総務管理費
1 一般管理
費

6,154 956,825 962,979    6,154 3 3,280 職 員
手当等

4 1,999 共済費
12 875 役務費

01 職員等人件費 3,730 
 3   扶養手当 10 
 3   住居手当 680 
 3   退職手当 2,520 
 3   嘱託職員通勤手当 70 
 4   共済組合追加費用等 450 

13 人事管理事業 875 
12   手数料 875 

14 人事管理事業（政策） 1,549 
 4   社会保険料 1,549 

6 財産管理
費

2,484 179,240 181,724    2,484 13 2,484 委託料 09 旧小学校施設管理事業 2,484 
13   用地測量業務委託 2,484 

7 企 画 費 30,130 47,589 77,719   30,000 130 11 130 需用費
18 30,000 備 品

購入費

03 企画調整事業（政策） 130 
11   印刷製本費 130 

07 公共交通対策事業（政策） 30,000 
18   霞ヶ浦広域バス車両 30,000 

9 地域安全
対 策 費

3,543 2,203 5,746    3,543 18 3,543 備 品
購入費

03 地域安全対策事業（政策） 3,543 
18   防犯カメラ等機器 3,543 

11 情報管理
費

8,349 154,783 163,132 5,468   2,881 13 8,349 委託料 04 基幹系電算システム管理事業 8,349 
13   マイナンバーシステム改修
   業務委託 8,349 

50,660 1,577,852 1,628,512 計   5,468  30,000 15,192 

（款） 2 総務費 （項） 2 徴税費
1 税務総務
費

8,060 139,727 147,787    8,060 2 3,530 給 料
3 3,240 職 員
手当等

4 1,290 共済費

01 職員等人件費 8,060 
 2   一般職給料 3,530 
 3   扶養手当 510 
 3   住居手当 610 
 3   管理職手当 930 
 3   期末手当 840 
 3   勤勉手当 350 
 4   共済組合負担金 630 
 4   共済組合追加費用等 310 
 4   社会保険料 350 
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 2 総務費 （項） 2 徴税費

8,060 212,050 220,110 計      8,060 

（款） 2 総務費 （項） 3 戸籍住民基本台帳費
1 戸籍住民
基本台帳
費

30 86,721 86,751    30 4 30 共済費 01 職員等人件費 30 
 4   共済組合追加費用等 30 

30 87,232 87,262 計      30 

（款） 3 民生費 （項） 1 社会福祉費
1 社会福祉
総 務 費

23,981 831,023 855,004    23,981 2 8,630 給 料
3 3,810 職 員
手当等

4 3,290 共済費
23 1,689 償還金

、利子
及 び
割引料

28 6,562 繰出金

01 職員等人件費 15,730 
 2   一般職給料 8,630 
 3   通勤手当 10 
 3   住居手当 330 
 3   管理職手当 790 
 3   期末手当 1,850 
 3   勤勉手当 830 
 4   共済組合負担金 2,750 
 4   共済組合追加費用等 540 

13 国民健康保険特別会計繰出事業 6,562 
28   国民健康保険特別会計繰出
   金 6,562 

16 臨時福祉給付金給付事業（政策
 ） 1,689 

23   国庫負担金等超過交付金返
   還金 1,689 

3 障 害 者
福 祉 費

4,968 832,459 837,427    4,968 23 4,968 償還金
、利子
及 び
割引料

03 障害者給付事業 4,968 
23   国庫負担金等超過交付金返
   還金 4,968 

4 国民年金
費

374 6,863 7,237    374 4 50 共済費
13 324 委託料

01 職員等人件費 50 
 4   共済組合負担金 40 
 4   共済組合追加費用等 10 

02 国民年金事務事業 324 
13   電算処理委託 324 

6 老人医療
費

600 472,951 473,551   600  19 600 負担金
、補助
及 び
交付金

08 後期高齢者保健事業（政策） 600 
19   人間ドック等補助金 600 

7 介護保険
費

288 529,860 530,148    288 28 288 繰出金 04 介護保険特別会計繰出事業 288 
28   介護保険特別会計繰出金 288 
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 3 民生費 （項） 1 社会福祉費

30,211 3,114,160 3,144,371 計     600 29,611 

（款） 3 民生費 （項） 2 児童福祉費
3 保育所費 8,990 466,979 475,969    8,990 2 860 給 料

3 4,020 職 員
手当等

4 2,280 共済費
15 1,830 工 事

請負費

01 職員等人件費 7,160 
 2   一般職給料 860 
 3   扶養手当 500 
 3   通勤手当 170 
 3   管理職手当 1,690 
 3   期末手当 1,050 
 3   勤勉手当 610 
 4   共済組合負担金 2,070 
 4   共済組合追加費用等 210 

03 第一保育所管理運営事業 1,830 
15   第一保育所冷暖房設備工事 1,830 

5 児童館費 80 64,869 64,949    80 3 80 職 員
手当等

01 職員等人件費 80 
 3   扶養手当 80 

9,070 2,438,988 2,448,058 計      9,070 

（款） 3 民生費 （項） 3 生活保護費
1 生活保護
総 務 費

73,645 64,292 137,937 461   73,184 3 210 職 員
手当等

4 30 共済費
19 615 負担金

、補助
及 び
交付金

23 72,790 償還金
、利子
及 び
割引料

01 職員等人件費 240 
 3   通勤手当 210 
 4   共済組合追加費用等 30 

02 生活保護総務事業 72,790 
23   国庫負担金等超過交付返還
   金 72,790 

04 生活保護適正化推進事業（政策
 ） 615 

19   住居確保給付金 615 

73,645 547,413 621,058 計   461   73,184 

（款） 4 衛生費 （項） 1 保健衛生費
1 保健衛生
総 務 費

1,010 410,981 411,991    1,010 3 860 職 員
手当等

4 150 共済費

01 職員等人件費 1,010 
 3   扶養手当 540 
 3   住居手当 320 
 4   共済組合追加費用等 150 
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 4 衛生費 （項） 1 保健衛生費

6 環境保全
対 策 費

24,430 426,058 450,488 200   24,230 19 24,430 負担金
、補助
及 び
交付金

09 一般廃棄物処理事業（政策） 24,030 
19   霞台厚生施設組合負担金 24,030 

13 環境保全推進事業（政策） 400 
19   自立・分散型エネルギー設
   備導入促進補助金 400 

25,440 1,042,296 1,067,736 計   200   25,240 

（款） 5 労働費 （項） 1 労働諸費
2 働く女性
の家管理
費

860 13,433 14,293    860 2 490 給 料
3 190 職 員
手当等

4 180 共済費

01 職員等人件費 860 
 2   一般職給料 490 
 3   期末手当 110 
 3   勤勉手当 80 
 4   共済組合負担金 160 
 4   共済組合追加費用等 20 

860 23,247 24,107 計      860 

（款） 6 農林水産業費 （項） 1 農業費
1 農業委員
会 費

90 45,052 45,142    90 3 40 職 員
手当等

4 50 共済費

01 職員等人件費 90 
 3   扶養手当 40 
 4   共済組合追加費用等 50 

2 農業総務
費

710 362,784 363,494    710 3 350 職 員
手当等

4 170 共済費
28 190 繰出金

01 職員等人件費 520 
 3   通勤手当 20 
 3   住居手当 330 
 4   共済組合追加費用等 170 

04 農業集落排水事業特別会計繰出
 事業 190 

28   農業集落排水事業特別会計
   繰出金 190 

6 水田農業
対 策 費

2,865 39,873 42,738 2,865    19 2,865 負担金
、補助
及 び
交付金

02 米政策推進事業 2,865 
19   経営所得安定対策等推進事
   務費補助金 2,865 

8 農 地 費 2,107 136,163 138,270 1,110   997 19 1,480 負担金
、補助
及 び
交付金

23 627 償還金
、利子
及 び
割引料

08 農地維持・資源向上対策事業 2,107 
19   農地維持・資源向上対策交
   付金 1,480 
23   県交付金等返還金 627 
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 6 農林水産業費 （項） 1 農業費

5,772 629,437 635,209 計   3,975   1,797 

（款） 7 商工費 （項） 1 商工費
1 商工総務
費

23,080 61,270 84,350    23,080 2 12,200 給 料
3 6,750 職 員
手当等

4 4,130 共済費

01 職員等人件費 23,080 
 2   一般職給料 12,200 
 3   扶養手当 620 
 3   通勤手当 300 
 3   管理職手当 1,230 
 3   期末手当 2,920 
 3   勤勉手当 1,680 
 4   共済組合負担金 3,740 
 4   共済組合追加費用等 390 

4 歩崎公園
管 理 費

4,683 44,430 49,113    4,683 13 3,683 委託料
22 1,000 補償、

補 填
及 び
賠償金

03 歩崎公園管理運営事業 4,683 
13   歩崎公園トイレ基本・実施
   設計業務委託 3,683 
22   工作物等移転補償 1,000 

27,763 298,548 326,311 計      27,763 

（款） 8 土木費 （項） 1 土木管理費
1 土木総務
費

7,210 82,278 89,488    7,210 2 3,950 給 料
3 1,880 職 員
手当等

4 1,380 共済費

01 職員等人件費 7,210 
 2   一般職給料 3,950 
 3   扶養手当 390 
 3   通勤手当 30 
 3   期末手当 980 
 3   勤勉手当 480 
 4   共済組合負担金 1,160 
 4   共済組合追加費用等 220 

7,210 82,278 89,488 計      7,210 

（款） 8 土木費 （項） 2 道路橋梁費
2 道路橋梁
新設改良
費

60,398 170,738 231,136  44,700  15,698 13 8,000 委託料
15 49,700 工 事

請負費
17 423 公有財

産購入
費

05 市道整備事業（政策） 60,398 
13   道路改良等設計委託 2,000 
13   調整池測量調査設計業務委
   託 6,000 
15   道路舗装補修工事 49,700 
17   道路敷取得費 423 
22   物件等補償 2,275 
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 8 土木費 （項） 2 道路橋梁費

22 2,275 補償、
補 填
及 び
賠償金

60,398 456,886 517,284 計    44,700  15,698 

（款） 8 土木費 （項） 4 都市計画費
1 都市計画
総 務 費

14,200 1,141,253 1,155,453    14,200 3 140 職 員
手当等

4 90 共済費
28 13,970 繰出金

01 職員等人件費 230 
 3   管理職手当 140 
 4   共済組合追加費用等 90 

07 下水道事業特別会計繰出事業 13,970 
28   下水道事業特別会計繰出金 13,970 

3 街路事業
費

120,000 265,700 385,700 85,250 33,000  1,750 15 120,000 工 事
請負費

03 街路整備事業（政策） 120,000 
15   神立停車場線道路整備工事 120,000 

134,200 1,423,241 1,557,441 計   85,250 33,000  15,950 

（款） 9 消防費 （項） 1 消防費
1 常備消防
費

11,240 679,725 690,965    11,240 2 4,740 給 料
3 2,530 職 員
手当等

4 3,970 共済費

01 職員等人件費 11,240 
 2   消防職給料 4,740 
 3   通勤手当 680 
 3   住居手当 1,600 
 3   管理職手当 250 
 4   共済組合負担金 2,200 
 4   共済組合追加費用等 1,770 

11,240 1,072,310 1,083,550 計      11,240 

（款） 10 教育費 （項） 1 教育総務費
2 事務局費 160 101,285 101,445    160 3 60 職 員

手当等
4 100 共済費

01 職員等人件費 160 
 3   通勤手当 60 
 4   共済組合追加費用等 100 

160 207,203 207,363 計      160 

（款） 10 教育費 （項） 2 小学校費
3 小学校整
備 費

495 91,113 91,608    495 8 495 報償費 15 千代田中学校区統合小学校環境
 整備事業（政策） 495 

 8   千代田中学校区統合小学校
   整備基本計画策定委員謝礼 495 

495 467,553 468,048 計      495 
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 10 教育費 （項） 4 社会教育費

2 公民館費 17,500 73,418 90,918 11,670   5,830 2 670 給 料
3 510 職 員
手当等

4 320 共済費
15 16,000 工 事

請負費

01 職員等人件費 1,500 
 2   一般職給料 670 
 3   扶養手当 80 
 3   管理職手当 430 
 4   共済組合負担金 240 
 4   共済組合追加費用等 80 

22 霞ヶ浦公民館管理事業（政策） 16,000 
15   公民館研修室防音改修工事 6,080 
15   公民館視聴覚室機器更新工
   事 9,920 

4 図書館費 110 38,639 38,749    110 3 70 職 員
手当等

4 40 共済費

01 職員等人件費 110 
 3   管理職手当 30 
 3   期末手当 30 
 3   勤勉手当 10 
 4   共済組合負担金 20 
 4   共済組合追加費用等 20 

5 歴 史
博物館費

26,192 47,063 73,255 6,609   19,583 2 9,410 給 料
3 4,800 職 員
手当等

4 2,920 共済費
15 9,062 工 事

請負費

01 職員等人件費 17,130 
 2   一般職給料 9,410 
 3   扶養手当 450 
 3   通勤手当 150 
 3   管理職手当 450 
 3   期末手当 2,340 
 3   勤勉手当 1,410 
 4   共済組合負担金 2,660 
 4   共済組合追加費用等 260 

03 歴史博物館管理運営事業（政策
 ） 9,062 

15   歴史博物館舗装等工事 9,062 
43,802 248,161 291,963 計   18,279   25,523 

（款） 10 教育費 （項） 5 保健体育費
1 保健体育
総 務 費

1,580 48,531 50,111    1,580 2 620 給 料
3 920 職 員
手当等

4 40 共済費

01 職員等人件費 1,580 
 2   一般職給料 620 
 3   通勤手当 190 
 3   管理職手当 550 
 3   期末手当 150 
 3   勤勉手当 30 
 4   共済組合追加費用等 40 

1,580 133,456 135,036 計      1,580 
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職員数（人）

3

16

1,665

16

105,2051,665 635

23,004

20,789

635

27,602

6,1786,900 (3.15)

38,390

89,798

105,205

233,3932,308

2,520

230,422

5,480

管理職員
特別勤務

手当

休日勤務
手当

勤勉手当 住居手当 退職手当

31,424

31,424

1,7827,663

7,663

補正前

比 　較

51,338

3,220 6,490

354,797

10,270

扶養手当 期末手当

48,091

44,871

17,736 25,298 56,042 4,093

区　分

補正後

補正前

比    較

職員数（人）
報　　　酬 給　　　料 職員手当

3,870 1,970

344,527 224,942 13,866 23,328 56,042 4,093 44,848

45,100

職員
手当
等の
内訳

区　分

補正後

（単位　千円）

379

371

8

1,463,306

2,050 196,223

198,743

給　　　　　　　与　　　　　　　費

計

2,537,885

2,050

995,659

3,007,957

2,908,367

1,782

合　　　　　　　計

38,390

89,798

1,029,479

その他の特別職

計 233,393

1,508,406

20,789

合　　　　　計

（１）総　括

議　　　　　員

議　　　　　員

その他の特別職

共　済　費

6,178

通勤手当
時間外

勤務手当
特殊勤務

手当
管理職
手当

宿日直
手当

夜間勤務
手当

（単位　千円）

99,590

（単位　千円）

6,900

(3.15)

32,212

69,009

104,570

205,791

2,308 32,212

69,009

104,570

205,791

１　特　別　職

2,458,965

78,920

共　済　費

470,072

449,402

20,670

157,190

期末手当 年間支給率
                     （月分）

長　　　　　等

1,684

3

1,684

長　　　　　等

議　　　　　員

2,308

27,602

33,820

計

２　一　般　職

給　与　費　明　細　表

23,289

給　　　　　　与　　　　　　費

報　　酬 給　　料
その他
の手当

計

その他の特別職

計

区　　　　分

補　正　後

補　正　前

比   　　較

23,004

52,620

157,190 23,004

長　　　　　等

2,308

(3.15)

(3.15)23,004

104,570

16,389

23,289

52,620 16,389

104,570
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 議案第４１号 

 

   平成２９年度かすみがうら市国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

 

 平成２９年度かすみがうら市の国民健康保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ８，８２１千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

５，８３５，８２１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出 

 予算補正」による。 

 

   平成２９年９月５日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   
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第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算 補 正
歳    入 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 9  繰 入 金       572,370         6,562       578,932

 1  一 般 会 計 繰 入 金       422,370         6,562       428,932

10  繰 越 金             1         2,259         2,260

 1  繰 越 金             1         2,259         2,260

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計               5,827,000         8,821     5,835,821

5
0



歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

10  諸 支 出 金         5,064         8,821        13,885

 1  償 還 金 及 び 還 付 加 算 金         5,062         8,821        13,883

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計               5,827,000         8,821     5,835,821

5
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歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

歳    入

 1  国 民 健 康 保 険 税         1,114,092                 0         1,114,092

 2  使 用 料 及 び 手 数 料             1,000                 0             1,000

 3  国 庫 支 出 金         1,178,849                 0         1,178,849

 4  療 養 給 付 費 交 付 金            82,825                 0            82,825

 5  前 期 高 齢 者 交 付 金         1,328,771                 0         1,328,771

 6  県 支 出 金           262,047                 0           262,047

 7  共 同 事 業 交 付 金         1,267,903                 0         1,267,903

 8  財 産 収 入                 9                 0                 9

 9  繰 入 金           572,370             6,562           578,932

10  繰 越 金                 1             2,259             2,260

11  諸 収 入            19,133                 0            19,133

歳          入          合          計         5,827,000             8,821         5,835,821

（単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計

5
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歳    出

 1  総 務 費      42,075           0      42,075

 2  保 険 給 付 費   3,488,212           0   3,488,212

 3  後 期 高 齢 者 支 援 金 等     637,870           0     637,870

 4  前 期 高 齢 者 納 付 金 等       2,320           0       2,320

 5  老 人 保 健 拠 出 金          14           0          14

 6  介 護 納 付 金     247,249           0     247,249

 7  共 同 事 業 拠 出 金   1,343,117           0   1,343,117

 8  保 健 事 業 費      46,070           0      46,070

 9  基 金 積 立 金           9           0           9

10  諸 支 出 金       5,064       8,821      13,885       8,821

11  予 備 費      15,000           0      15,000

歳     出     合     計   5,827,000       8,821   5,835,821       8,821

（単位　千円）

補正額の財源内訳

款 補正前の額 補正額 計 特      定      財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他
一 般 財 源

5
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補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）

２  歳  入

補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 9 繰入金 （項） 1 一般会計繰入金

1 一 般 会 計 繰 入 金 6,562 422,370 428,932 1 一般会計繰入金 6,562  その他

6,562 422,370 428,932 計 

（款） 10 繰越金 （項） 1 繰越金

1 繰 越 金 2,259 1 2,260 1 その他の繰越金 2,259  前年度繰越金

2,259 1 2,260 計 
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）
３  歳  出

補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 10 諸支出金 （項） 1 償還金及び還付加算金

3 償 還 金 8,821 1 8,822    8,821 23 8,821 償還金
、利子
及 び
割引料

01 償還事業 8,821 
23   国庫負担金等返還金 8,821 

8,821 5,062 13,883 計      8,821 
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 議案第４２号 
 
   平成２９年度かすみがうら市下水道事業特別会計補正予算（第１号） 
 
 平成２９年度かすみがうら市の下水道事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 
 
 （歳入歳出予算の補正） 
第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１３，９７０千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 
１，１５８，９７０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出 
 予算補正」による。 
 
   平成２９年９月５日提出 
 

かすみがうら市長  坪 井  透   
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第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算 補 正
歳    入 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 4  繰 入 金       605,233        13,970       619,203

 1  一 般 会 計 繰 入 金       605,233        13,970       619,203

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計               1,145,000        13,970     1,158,970

5
7



歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 1  下 水 道 費       526,927        13,970       540,897

 1  下 水 道 管 理 費       405,769        13,970       419,739

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計               1,145,000        13,970     1,158,970

5
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歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

歳    入

 1  分 担 金 及 び 負 担 金             8,210                 0             8,210

 2  使 用 料 及 び 手 数 料           336,155                 0           336,155

 3  国 庫 支 出 金             4,300                 0             4,300

 4  繰 入 金           605,233            13,970           619,203

 5  繰 越 金             5,000                 0             5,000

 6  諸 収 入             9,402                 0             9,402

 7  市 債           176,700                 0           176,700

歳          入          合          計         1,145,000            13,970         1,158,970

（単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計

5
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歳    出

 1  下 水 道 費     526,927      13,970     540,897      13,970

 2  公 債 費     613,073           0     613,073

 3  予 備 費       5,000           0       5,000

歳     出     合     計   1,145,000      13,970   1,158,970      13,970

（単位　千円）

補正額の財源内訳

款 補正前の額 補正額 計 特      定      財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他
一 般 財 源

6
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補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）

２  歳  入

補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 4 繰入金 （項） 1 一般会計繰入金

1 一 般 会 計 繰 入 金 13,970 605,233 619,203 1 一般会計繰入金 13,970  一般会計繰入金

13,970 605,233 619,203 計 

6
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）
３  歳  出

補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 1 下水道費 （項） 1 下水道管理費

1 下 水 道
総 務 費

13,970 63,535 77,505    13,970 2 7,170 給 料
3 4,600 職 員
手当等

4 2,200 共済費

01 職員等人件費 13,970 
 2   一般職給料 7,170 
 3   扶養手当 140 
 3   通勤手当 350 
 3   管理職手当 540 
 3   期末手当 1,570 
 3   勤勉手当 910 
 3   退職手当 970 
 3   児童手当 120 
 4   共済組合負担金 1,980 
 4   共済組合追加費用等 220 

13,970 405,769 419,739 計      13,970 
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631,320

管理職員
特別勤務

手当

休日勤務
手当

422 3,275

63

（単位　千円）

11,650

共　済　費

9,944

7,744

2,200

52,478 62,422

48,572

合　　　　　計

勤勉手当 住居手当 退職手当

751

401

1,320 962 4,245

324

扶養手当 期末手当

1,292

1,152 5,816

970350 540

職員
手当
等の
内訳

区　分

補正後

補正前

比 　較 140

7,386

1,570

3244,713

910

3,803

4,4807,170

補正後

補正前

比    較

給　与　費　明　細　表

通勤手当
時間外

勤務手当
特殊勤務

手当
管理職
手当

宿日直
手当

夜間勤務
手当

（単位　千円）

40,828

13,8502

24,252

職員数（人）
報　　　酬 給　　　料

１　一　般　職

16,576

31,422 21,0568

6

職員手当
区　分

給　　　　　　　与　　　　　　　費

計

（１）総　括
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 議案第４３号 

 

   平成２９年度かすみがうら市農業集落排水事業特別会計補正予算（第１号） 

 

 平成２９年度かすみがうら市の農業集落排水事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１９０千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

４４５，１９０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出 

 予算補正」による。 

 

   平成２９年９月５日提出 

かすみがうら市長  坪 井  透   
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第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算 補 正
歳    入 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 5  繰 入 金       285,684           190       285,874

 1  一 般 会 計 繰 入 金       285,684           190       285,874

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計                 445,000           190       445,190
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歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 1  農 業 集 落 排 水 事 業 費       174,319           190       174,509

 1  農 業 集 落 排 水 事 業 費       174,319           190       174,509

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計                 445,000           190       445,190
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歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

歳    入

 1  分 担 金 及 び 負 担 金             2,900                 0             2,900

 2  使 用 料 及 び 手 数 料            78,633                 0            78,633

 3  県 費 支 出 金             1,080                 0             1,080

 4  財 産 収 入                 1                 0                 1

 5  繰 入 金           285,684               190           285,874

 6  繰 越 金             3,000                 0             3,000

 7  諸 収 入                 2                 0                 2

 8  市 債            73,700                 0            73,700

歳          入          合          計           445,000               190           445,190

（単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計
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歳    出

 1  農 業 集 落 排 水 事 業 費     174,319         190     174,509         190

 2  公 債 費     267,681           0     267,681

 3  予 備 費       3,000           0       3,000

歳     出     合     計     445,000         190     445,190         190

（単位　千円）

補正額の財源内訳

款 補正前の額 補正額 計 特      定      財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他
一 般 財 源
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補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）

２  歳  入

補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 5 繰入金 （項） 1 一般会計繰入金

1 一 般 会 計 繰 入 金 190 285,684 285,874 1 一般会計繰入金 190  一般会計繰入金

190 285,684 285,874 計 
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）
３  歳  出

補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 1 農業集落排水事業費 （項） 1 農業集落排水事業費

1 施設管理
費

190 174,319 174,509    190 3 180 職 員
手当等

4 10 共済費

01 職員等人件費 190 
 3   児童手当 180 
 4   共済組合追加費用等 10 

190 174,319 174,509 計      190 
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3,997

給　与　費　明　細　表

１　一　般　職

（１）総　括 （単位　千円）

区　分 職員数（人）
給　　　　　　　与　　　　　　　費

共　済　費 合　　　　　計
報　　　酬 給　　　料 職員手当 計

676 4,673

補正前 1 2,282 1,715 3,997 666 4,663

補正後 1 2,282 1,715

夜間勤務
手当

10 10

（単位　千円）

職員
手当
等の
内訳

区　分 扶養手当 期末手当 勤勉手当 住居手当 通勤手当

比    較

退職手当
管理職員
特別勤務

手当

補正後 156 529 346 86 290

時間外
勤務手当

特殊勤務
手当

管理職
手当

宿日直
手当

休日勤務
手当

308

補正前 156 529 346 86 308

比 　較

290

7
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 議案第４４号 

 

   平成２９年度かすみがうら市介護保険特別会計補正予算（第１号） 

 

 平成２９年度かすみがうら市の介護保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２８８千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

３，４０５，２８８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出 

 予算補正」による。 

 

   平成２９年９月５日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   
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第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算 補 正
歳    入 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 7  繰 入 金       525,260           288       525,548

 1  一 般 会 計 繰 入 金       525,259           288       525,547

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計               3,405,000           288     3,405,288
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歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 7  諸 支 出 金         1,004           288         1,292

 1  償 還 金 及 び 還 付 加 算 金         1,002           288         1,290

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計               3,405,000           288     3,405,288
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歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

歳    入

 1  保 険 料           758,214                 0           758,214

 2  使 用 料 及 び 手 数 料               100                 0               100

 3  国 庫 支 出 金           722,271                 0           722,271

 4  支 払 基 金 交 付 金           900,403                 0           900,403

 5  県 支 出 金           482,399                 0           482,399

 6  財 産 収 入                50                 0                50

 7  繰 入 金           525,260               288           525,548

 8  繰 越 金             1,000                 0             1,000

 9  諸 収 入             5,303                 0             5,303

10  介 護 サ ー ビ ス 収 入            10,000                 0            10,000

歳          入          合          計         3,405,000               288         3,405,288

（単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計
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歳    出

 1  総 務 費     107,917           0     107,917

 2  保 険 給 付 費   3,206,076           0   3,206,076

 3  財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金           1           0           1

 4  地 域 支 援 事 業 費      49,989           0      49,989

 5  介 護 サ ー ビ ス 事 業 費      14,525           0      14,525

 6  基 金 積 立 金      15,488           0      15,488

 7  諸 支 出 金       1,004         288       1,292         288

 8  予 備 費      10,000           0      10,000

歳     出     合     計   3,405,000         288   3,405,288         288

（単位　千円）

補正額の財源内訳

款 補正前の額 補正額 計 特      定      財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他
一 般 財 源
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補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）

２  歳  入

補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 7 繰入金 （項） 1 一般会計繰入金

5 その他一般会計繰入

金

288 112,918 113,206 2 事 務 費 繰 入 金 288  事務費繰入金

288 525,259 525,547 計 
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）
３  歳  出

補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 7 諸支出金 （項） 1 償還金及び還付加算金

2 償 還 金 288 1 289    288 23 288 償還金
、利子
及 び
割引料

01 国庫支出金等返還事業 288 
23   国庫支出金等返還金 288 

288 1,002 1,290 計      288 
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 議案第４５号 

 

   平成２９年度かすみがうら市水道事業会計補正予算（第１号） 

 

 （総則） 

第１条 平成２９年度かすみがうら市の水道事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 （資本的収入及び支出） 

第２条 平成２９年度かすみがうら市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第４条に定めた資本的支出の予定額を次

のとおり補正する。 

 

      （科 目）     （既決予定額）     （補正予定額）         （計） 

                  支     出 

    第１款 資本的支出    ５６８，６３３千円     １，９５５千円      ５７０，５８８千円 

     第１項 建設改良費   ３０７，６６５千円     １，９５５千円      ３０９，６２０千円 

 

 （議会の議決を経なければ流用することができない経費） 

第３条 予算第８条に定めた経費の金額を次のように改める。 

   （１） 職員給与費       ５８，８８１千円 

 

   平成２９年９月５日提出 

かすみがうら市長  坪 井  透  
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平成２９年度 かすみがうら市水道事業会計補正予算（第１号）実施計画 

 

（１）資本的収入及び支出 

（支 出）                                           （単位：千円） 

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備 考 

１ 資本的支出   568,633 1,955 570,588  

１建設改良費  307,665 1,955 309,620  

１配水施設工事費 187,949 1,955 189,904  
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特別職(人) 一般職(人) 報　酬 給　料 賃　金 手　当 計

6 63 25,436 0 17,062 42,561 7,851 50,412

1 0 4,588 0 2,527 7,115 1,354 8,469

7 63 30,024 0 19,589 49,676 9,205 58,881

6 63 25,436 0 17,062 42,561 7,851 50,412

1 0 3,452 0 2,096 5,548 966 6,514

7 63 28,888 0 19,158 48,109 8,817 56,926

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 1,136 0 431 1,567 388 1,955

0 0 1,136 0 431 1,567 388 1,955

区　　分 管理職手当 扶養手当 児童手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 休日勤務手当 夜間勤務手当

補　正　後 971 822 120 0 447 0 653 0 0

補　正　前 971 822 120 0 387 0 653 0 0

比　　　較 0 0 0 0 60 0 0 0 0

区　　分 期末勤勉手当
退職手当組合

負担金
合　計

補　正　後 8,565 4,893 16,471

補　正　前 8,214 4,873 16,040

比　　　較 351 20 431

給　与　費　明　細　書

区    分
職　員　数 給       与       費

法定福利費 合    計

（単位：千円）

補
正
後

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合    計

補
正
前

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合    計

手
　
当
　
の
　
内
　
訳

比
　
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合    計

（単位：千円）
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 議案第４６号 

 

   平成２８年度かすみがうら市一般会計歳入歳出決算の認定について   

 

 平成２８年度かすみがうら市一般会計歳入歳出決算について、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、監査委員の意見を付

けて議会の認定に付する。 

 

   平成２９年９月５日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   
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 議案第４７号 

 

   平成２８年度かすみがうら市国民健康保険特別会計歳入歳出決算    

   の認定について 

 

 平成２８年度かすみがうら市国民健康保険特別会計歳入歳出決算について、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、監査

委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

   平成２９年９月５日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

  

83



 議案第４８号 

 

   平成２８年度かすみがうら市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決    

   算の認定について 

 

 平成２８年度かすみがうら市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算について、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、監査

委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

   平成２９年９月５日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   
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 議案第４９号 

 

   平成２８年度かすみがうら市下水道事業特別会計歳入歳出決算の    

   認定について 

 

 平成２８年度かすみがうら市下水道事業特別会計歳入歳出決算について、地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、監査委

員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

   平成２９年９月５日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   
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 議案第５０号 

 

   平成２８年度かすみがうら市農業集落排水事業特別会計歳入歳出    

   決算の認定について 

 

 平成２８年度かすみがうら市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算につい

て、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、

監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

   平成２９年９月５日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   
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 議案第５１号 

 

   平成２８年度かすみがうら市介護保険特別会計歳入歳出決算の認    

   定について 

 

 平成２８年度かすみがうら市介護保険特別会計歳入歳出決算について、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、監査委員

の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

   平成２９年９月５日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   
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 議案第５２号 

 

   平成２８年度かすみがうら市水道事業会計決算の認定について    

 

 平成２８年度かすみがうら市水道事業会計決算について、地方公営企業法（昭

和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、監査委員の意見を付

けて議会の認定に付する。 

 

   平成２９年９月５日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   
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議案第５３号  

神立駅周辺地区都市再生整備計画事業の整備に係る費用の負担等

に関する協定の締結について 

 神立駅周辺地区都市再生整備計画事業の整備に係る費用の負担等に関する協

定の締結について、かすみがうら市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例（平成１７年かすみがうら市条例第５１号）第２条の規

定に基づき、議会の議決を求める。 

平成２９年９月５日提出 

かすみがうら市長  坪 井  透  

１ 協定の目的  神立駅自由通路及び神立駅橋上化の整備事業に係る費用の

負担 

２ 工事個所 土浦市神立中央一丁目の一部 

３ 協定金額 ４０９，５０６,０００円以内で、当該整備事業に要する費

用から国の社会資本整備総合交付金として土浦市が受け取

る額を除いた額に１００分の３０を乗じて得た額 

４ 協定の相手方 土浦市　茨城県土浦市大和町９番１号

代表者　土浦市長  中 川  清 
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 議案第５４号 

 

   霞ヶ浦南小学校給食室厨房機器設備の取得について 

 

 かすみがうら市立霞ヶ浦南小学校に配置する給食室厨房機器設備を取得する

ことについて、かすみがうら市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は

処分に関する条例（平成１７年かすみがうら市条例第５１号）第３条の規定に

基づき、議会の議決を求める。 

 

   平成２９年９月５日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

 １ 件    名  霞ヶ浦南小学校給食室厨房機器設備購入 

 ２ 契約の方 法  指名競争入札による契約 

 ３ 納 入 期 限  平成３０年１月１２日 

 ４ 取 得 価 格  ３０，７８０，０００円 

 ５ 契約の相手方  茨城県土浦市大岩田１３２９－５ 

           茨城アイホー調理機株式会社 

           代表取締役 大場 伝美 
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 議案第５５号 

 

   霞ヶ浦中学校給食室厨房機器設備の取得について 

 

 かすみがうら市立霞ヶ浦中学校に配置する給食室厨房機器設備を取得するこ

とについて、かすみがうら市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処

分に関する条例（平成１７年かすみがうら市条例第５１号）第３条の規定に基

づき、議会の議決を求める。 

 

   平成２９年９月５日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

 １ 件    名  霞ヶ浦中学校給食室厨房機器設備購入 

 ２ 契約の方 法  指名競争入札による契約 

 ３ 納 入 期 限  平成３０年１月１２日 

 ４ 取 得 価 格  ３９，８９５，２００円 

 ５ 契約の相手方  茨城県土浦市大岩田１３２９－５ 

           茨城アイホー調理機株式会社 

           代表取締役 大場 伝美 
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 議案第５６号 

 

   救助工作車の取得について 

 

 かすみがうら市消防本部に配置する救助工作車を取得することについて、か

すみがうら市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

（平成１７年かすみがうら市条例第５１号）第３条の規定に基づき、議会の議

決を求める。 

 

   平成２９年９月５日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

 １ 件    名  救助工作車購入 

 ２ 契約の方 法  一般競争入札による契約 

 ３ 納 入 期 限  平成３０年３月１５日 

 ４ 取 得 価 格  １５４，７３３，７９２円 

 ５ 契約の相手方  東京都千代田区神田須田町１－１６－５ 

           帝商株式会社 

           代表取締役 峰 直人 
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 議案第５７号 

 

   市道路線の認定について 

 

 次のとおり、市道に認定することについて、道路法（昭和２７年法律第１８

０号）第８条第２項の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

   平成２９年９月５日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

 

 

路線名 道路区域(区間） 敷地の幅員 総延長 

種別 番号 起点側(地番) 終点側(地番) 
最小～最大

(m) 
(m) 

その他 8-2923 
下稲吉 

2607番 78 

下稲吉 

2607番 83 
5.00～9.54 54.77 
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路線認定位置図（千代田地区）　　

Ｒ６ 

Ｒ６ 

常磐自動車道 

常磐自動車道 

市役所(千代田庁舎) 

市道8-2923号線 

116



詳細位置図(認定図）

桜塚公園 

起点 

終点 

第二千代田南団地 

東洋平成ポリマー㈱ 

茨城工場 

県道牛渡馬場山土浦線 

市道8-2923号線 
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 議案第５８号 

 

   市道路線の認定について    

 

 次のとおり、市道に認定することについて、道路法（昭和２７年法律第１８

０号）第８条第２項の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

   平成２９年９月５日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

 

路線名 道路区域(区間） 敷地の幅員 総延長 

種別 番号 起点側(地番) 終点側(地番) 
最小～最大

(m) 
(m) 

その他 8-2924 
下稲吉 

3467番 11 

下稲吉 

3467番 5 
5.00～8.40 33.00 
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路線認定位置図（千代田地区）　　

Ｒ６ 

Ｒ６ 

常磐自動車道 

常磐自動車道 

市役所(千代田庁舎) 

市道8-2924号線 

119



詳細位置図(認定図）

筑波ハウス 

起点 

終点 

土浦市 

かすみがうら市 

市道8-2924号線 

※既設道路8-0396号線 

の付替え道路となる。 
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（参考資料） 
 付議事件（条例）条文新旧対照表（新規制定条例及び廃止条例は除く。） 
 
かすみがうら市職員の勤務時間、休暇等に関する条例 新旧対照表(附則第 2項関係) 

改正前 改正後 

 (1週間の勤務時間)  (1週間の勤務時間) 

第2条 (略) 第2条 (略) 

2 地方公務員法第28条の5第1項に規定する

短時間勤務の職を占める職員(以下「短時間

勤務職員」という。)の勤務時間は、前項の

規定にかかわらず、休憩時間を除き、4週間

を超えない期間につき1週間当たり15時間3

0分から31時間までの範囲内で、任命権者が

定める。 

2 地方公務員法第28条の5第1項に規定する

短時間勤務の職を占める職員(以下「再任用

短時間勤務職員」という。)の勤務時間は、

前項の規定にかかわらず、休憩時間を除き、

4週間を超えない期間につき1週間当たり15

時間30分から31時間までの範囲内で、任命

権者が定める。 

 3 地方公共団体の一般職の任期付職員の採

用に関する法律(平成14年法律第48号)第5

条の規定により採用された職員(以下「任期

付短時間勤務職員」という。)の勤務時間は、

第1項の規定にかかわらず、休憩時間を除

き、4週間を超えない期間につき1週間当た

り31時間までの範囲内で、任命権者が定め

る。 

3 任命権者は、職務の特殊性又は当該公署の

特殊の必要により、前2項に規定する勤務時

間を超えて勤務することを必要とする職員

の勤務時間について、市長の承認を得て、

別に定めることができる。 

4 任命権者は、職務の特殊性又は当該公署の

特殊の必要により、前3項に規定する勤務時

間を超えて勤務することを必要とする職員

の勤務時間について、市長の承認を得て、

別に定めることができる。 

 (週休日及び勤務時間の割振り)  (週休日及び勤務時間の割振り) 

第3条 日曜日及び土曜日は、週休日(勤務時

間を割り振らない日をいう。以下同じ。)

とする。ただし、任命権者は、短時間勤務

職員については、これらの日に加えて、月

曜日から金曜日までの5日間において、週休

日を設けることができる。 

第3条 日曜日及び土曜日は、週休日(勤務時

間を割り振らない日をいう。以下同じ。)

とする。ただし、任命権者は、再任用短時

間勤務職員及び任期付短時間勤務職員につ

いては、これらの日に加えて、月曜日から

金曜日までの5日間において、週休日を設け

ることができる。 
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2 任命権者は、月曜日から金曜日までの5日

間において、1日につき7時間45分の勤務時

間を割り振るものとする。ただし、短時間

勤務職員については、1週間ごとの期間につ

いて、1日につき7時間45分を超えない範囲

内で勤務時間を割り振るものとする。 

2 任命権者は、月曜日から金曜日までの5日

間において、1日につき7時間45分の勤務時

間を割り振るものとする。ただし、再任用

短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員

については、1週間ごとの期間について、1

日につき7時間45分を超えない範囲内で勤

務時間を割り振るものとする。 

第4条 (略) 第4条 (略) 

2 任命権者は、前項の規定により週休日及び

勤務時間の割振りを定める場合には、規則

の定めるところにより、4週間ごとの期間に

つき8日(短時間勤務職員にあっては、8日以

上)の週休日を設けなければならない。ただ

し、職務の特殊性又は当該公署の特殊の必

要により、4週間ごとの期間につき8日(短時

間勤務職員にあっては、8日以上)の週休日

を設けることが困難である職員について、

市長と協議して、規則の定めるところによ

り、4週間を超えない期間につき1週間当た

り1日以上の割合で週休日を設ける場合に

は、この限りでない。 

2 任命権者は、前項の規定により週休日及び

勤務時間の割振りを定める場合には、規則

の定めるところにより、4週間ごとの期間に

つき8日(再任用短時間勤務職員及び任期付

短時間勤務職員にあっては、8日以上)の週

休日を設けなければならない。ただし、職

務の特殊性又は当該公署の特殊の必要によ

り、4週間ごとの期間につき8日(再任用短時

間勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあ

っては、8日以上)の週休日を設けることが

困難である職員について、市長と協議して、

規則の定めるところにより、4週間を超えな

い期間につき1週間当たり1日以上の割合で

週休日を設ける場合には、この限りでない。 

 (年次休暇)  (年次休暇) 

第12条 (略) 第12条 (略) 

(1) 次号及び第3号に掲げる職員以外の職員

 20日(短時間勤務職員にあっては、その者

の勤務時間等を考慮し20日を超えない範囲

内で規則で定める日数) 

(1) 次号及び第3号に掲げる職員以外の職員

 20日(再任用短時間勤務職員及び任期付

短時間勤務職員にあっては、その者の勤務

時間等を考慮し20日を超えない範囲内で規

則で定める日数) 

(2)及び(3) (略) (2)及び(3) (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

 (非常勤職員の勤務時間、休暇等)  (非常勤職員の勤務時間、休暇等) 

第18条 非常勤職員(短時間勤務職員を除

く。)の勤務時間、休暇等については、第2

条から前条までの規定にかかわらず、その

第18条 非常勤職員(再任用短時間勤務職員

及び任期付短時間勤務職員を除く。)の勤務

時間、休暇等については、第2条から前条ま
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職務の性質等を考慮して、規則の定める基

準に従い、任命権者が定める。 

での規定にかかわらず、その職務の性質等

を考慮して、規則の定める基準に従い、任

命権者が定める。 

 
かすみがうら市職員の給与に関する条例 新旧対照表(附則第 3項関係) 

改正前 改正後 

 (短時間勤務職員の給料月額)  (再任用短時間勤務職員の給料月額) 

第6条の2 法第28条の5第1項に規定する短時

間勤務の職を占める職員(以下「短時間勤務

職員」という。)の給料月額は、前条第10

項の規定にかかわらず、同項の規定による

給料月額に、勤務時間条例第2条第2項の規

定により定められたその者の勤務時間を同

条第1項に規定する勤務時間で除して得た

数を乗じて得た額とする。 

第6条の2 法第28条の5第1項に規定する短時

間勤務の職を占める職員(以下「再任用短時

間勤務職員」という。)の給料月額は、前条

第10項の規定にかかわらず、同項の規定に

よる給料月額に、勤務時間条例第2条第2項

の規定により定められたその者の勤務時間

を同条第1項に規定する勤務時間で除して

得た数を乗じて得た額とする。 

  (任期付短時間勤務職員の給料月額) 

 第6条の3 地方公共団体の一般職の任期付職

員の採用に関する法律(平成14年法律第48

号)第5条の規定により採用された法第28条

の5第1項に規定する短時間勤務の職を占め

る職員(以下「任期付短時間勤務職員」とい

う。)の給料月額については、第4条から第6

条までの規定にかかわらず、これらの規定

による当該任期付短時間勤務職員の給料月

額に、勤務時間条例第2条第3項の規定によ

り定められたその者の勤務時間を同条第1

項に規定する勤務時間で除して得た数を乗

じて得た額とする。 

 (通勤手当)  (通勤手当) 

第12条の4 (略) 第12条の4 (略) 

2 (略) 2 (略) 

(1) (略) (1) (略) 

(2) 前項第2号に掲げる職員 次に掲げる職

員の区分に応じ、支給単位期間につき、そ

れぞれ次に定める額(短時間勤務職員のう

(2) 前項第2号に掲げる職員 次に掲げる職

員の区分に応じ、支給単位期間につき、そ

れぞれ次に定める額(再任用短時間勤務職
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ち、支給単位期間当たりの通勤回数を考慮

して規則で定める職員にあっては、その額

から、その額に規則で定める割合を乗じて

得た額を減じた額) 

員及び任期付短時間勤務職員のうち、支給

単位期間当たりの通勤回数を考慮して規則

で定める職員にあっては、その額から、そ

の額に規則で定める割合を乗じて得た額を

減じた額) 

 ｱ～ｽ (略)  ｱ～ｽ (略) 

(3) (略) (3) (略) 

3～8 (略) 3～8 (略) 

 (時間外勤務手当)  (時間外勤務手当) 

第14条 (略) 第14条 (略) 

2 短時間勤務職員が、正規の勤務時間が割り

振られた日において、正規の勤務時間外に

した勤務のうち、その勤務の時間とその勤

務をした日における正規の勤務時間との合

計が7時間45分に達するまでの間の勤務に

対する前項の規定の適用については、同項

中「正規の勤務時間外にした次に掲げる勤

務の区分に応じてそれぞれ100分の125から

100分の150までの範囲内で規則で定める割

合」とあるのは「100分の100」とする。 

2 再任用短時間勤務職員及び任期付短時間

勤務職員が、正規の勤務時間が割り振られ

た日において、正規の勤務時間外にした勤

務のうち、その勤務の時間とその勤務をし

た日における正規の勤務時間との合計が7

時間45分に達するまでの間の勤務に対する

前項の規定の適用については、同項中「正

規の勤務時間外にした次に掲げる勤務の区

分に応じてそれぞれ100分の125から100分

の150までの範囲内で規則で定める割合」と

あるのは「100分の100」とする。 

3～6 (略) 3～6 (略) 

 (特定の職員についての適用除外)  (特定の職員についての適用除外) 

第19条 (略) 第19条 (略) 

2 第11条、第12条及び第12条の3の規定は、

再任用職員には適用しない。 

2 第11条、第12条及び第12条の3の規定は、

再任用職員及び任期付短時間勤務職員には

適用しない。 

 (非常勤職員等の給与)  (非常勤職員等の給与) 

第23条 常勤を要しない職員(短時間勤務職

員を除く。)及び臨時に雇用される職員につ

いては、この条例の規定にかかわらず、任

命権者は、一般の職員の給与との権衡を考

慮し、予算の範囲内で別に定めるところに

より給与を支給するものとする。 

第23条 常勤を要しない職員(再任用短時間

勤務職員及び任期付短時間勤務職員を除

く。)及び臨時に雇用される職員について

は、この条例の規定にかかわらず、任命権

者は、一般の職員の給与との権衡を考慮し、

予算の範囲内で別に定めるところにより給

与を支給するものとする。 
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2 (略) 2 (略) 

 

125


	１．報告第7号　　（継続費）
	１．報告第7号関係　　継続費清算報告書
	２．報告第8号　　（健全化）
	２．報告第8号関係　　03_H28財政・経営健全化審査意見書
	３．報告第9号　　専決処分（霞エヴリ）　議案書　体裁修正後
	４．報告第10号　　専決処分（消防）　議案書　体裁修正後
	５．承認第3号　　専決処分承認（承認）　体裁修正後
	５．承認第3号関係①　　専決処分書　体裁等修正後
	５．承認第3号関係②　　01）平成29年度かすみがうら市一般会計補正予算（第2号）
	01-1）平成29年度かすみがうら市一般会計補正予算（第2号）
	01-2）平成29年度かすみがうら市一般会計補正予算（第2号）
	01N
	01S
	001N
	001S
	0001N
	0001S


	６．承認第4号　　議案書　権利の放棄（観光商工課）
	議案第39号　　市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例　④担当課修正案　※なし
	議案第40号　　01）平成29年度かすみがうら市一般会計補正予算（第3号）
	議案第40号関係　　★01_一般会計[290823現在]≪最終校正5≫
	01ｎ
	01s
	011n
	011s
	0111n
	0111s

	議案第41号　　02）平成29年度かすみがうら市国民健康保険特別会計補正予算（第1号）
	議案第41号関係　　★02_国民健康保険特別会計[290818現在]≪最終校正≫
	02N
	02S
	02N-1
	02S-1
	02N-2
	02S-2

	議案第42号　　03）平成29年度かすみがうら市下水道事業特別会計補正予算（第1号）
	議案第42号関係　　★04_下水道事業特別会計[290818現在]≪最終校正≫
	04N
	04S
	04N-1
	04S-1
	04N-2
	04S-2

	議案第43号　　04）平成29年度かすみがうら市農業集落排水事業特別会計補正予算（第1号）
	議案第43号関係　　★05_農業集落排水事業特別会計[290818現在]≪最終校正≫
	05N
	05S
	05N-1
	05S-1
	05N-2
	05S-2

	議案第44号　　05）平成29年度かすみがうら市介護保険特別会計補正予算（第1号）
	議案第44号関係　　★07_介護保険特別会計[290818現在]≪最終校正≫
	07N
	07S
	07N-1
	07S-1
	07N-2
	07S-2

	議案第45号　　様式　市議会【議案】補正予算（第1号）水道課　体裁修正後
	議案第45号関係　　29給与明細書
	議案第46～51号　　議案書
	議案第46～51号関係　01_H28一般会計・特別会計決算審査意見書
	議案第52号　　様式　市議会【議案】決算の認定　水道課　体裁修正後
	議案第52号関係　　02_H28水道事業会計決算審査意見書
	議案第53号　　神立一組事業関連議案
	議案第54号　　霞ヶ浦南小学校給食室厨房機器設備の取得　議案書　体裁修正後
	議案第55号　　霞ヶ浦中学校給食室厨房機器設備の取得　議案書　体裁修正後
	議案第56号　　救助工作車の取得　議案書　体裁修正後
	議案第57号　　道路建設課議案書8-2923号　体裁修正後
	議案第57号関係　　位置図（千代田）8-2923号　余白調整後
	全図
	位置図

	議案第58号　　道路建設課議案書8-2924号　体裁修正後
	議案第58号関係　　位置図（千代田）8-2924号　余白調整後
	全図
	位置図

	最終P　　議案第39号（参考：新旧）　　市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例　④担当課修正案　※なし



